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 平成 20 年 12 月 19 日

各    位  

会 社 名 株式会社だいこう証券ビジネス

代表者名 代 表取締役 社長 山 本   晃

(コード番号：８６９２ 東証・大証 第 1部)

問合せ先 取締役常務執行役員企画開発部長 風 神 浩 三

(電 話 番 号：０３－３６６６－９１６９)

 

当社と大阪証券金融との業務・資本提携に関するお知らせ 

 

当社（代表取締役社長：山本 晃、東京本部：東京都中央区日本橋兜町 13-1、本社：大

阪市中央区北浜 2-4-6）は、平成 20 年 12 月 19 日開催の取締役会において、大阪証券金融

株式会社（取締役社長：堀田 隆夫、本社：大阪市中央区北浜 2-4-6、以下「大証金」とい

う。）との業務提携および資本提携に関し、下記のとおり決議いたしましたので、お知らせ

いたします。 

 

記 

 

１．本提携の目的 

当社は、来年 1月に実施される株券電子化に対応した新たなサービス提供の開発に取り

組むため、検討を進めてまいりました。 

当社は、証券・金融界の更なる発展、拡大のために、証券会社等の金融機関に対し、株

券電子化後の新しい制度に対応した高度な証券インフラ機能を提供する「証券業務の総合

的プラットフォーム」の構築を目指しております。 

このプラットフォームの利用者に対し、円滑な資金決済をサポートすることを目的とし

て、大証金と業務提携いたしました。 

あわせて、本業務提携をより強固なものとするため、当社は、大証金と資本提携を行う

ことに合意いたしております。 

 

２．業務提携の内容 

 当社と大証金は、「証券業務の総合的プラットフォーム」の利用者をはじめとする証券

会社等に対し、現金担保付株券貸借取引（株券レポ取引）による資金調達手段を提供し、

円滑な資金決済をサポートする業務を両社で連携して行うことを予定しております。 

  今後、当社は本サービス提供に向けて、大証金と検討を進めてまいります。 

 

３．資本提携の内容 

大証金は当社の発行済株式総数の 22.94％を保有しており、既に資本関係がございます

が、当社は、上記記載の業務提携をより強固なものとし、一層の関係強化を図ることを目

的として、同社を割当先とする第三者割当増資を行うことに合意いたしております。 
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なお、本増資の取得の概要は下記のとおりであり、その詳細につきましては、別途、本

日付けで開示いたしました「第三者割当により発行される株式の募集に関するお知らせ」

をご参照ください。 

（１）取得株式数 1,460,000 株 

（２）方法 当社による第三者割当増資 

（３）株式取得日 平成 21 年 1 月 14 日 

（４）取得金額 直近の市場価格に基く 

（５）取得後の株式数 5,336,425 株（発行済株式総数の 20.91％） 

 

４．提携先の概要（平成 20 年 3 月 31 日現在） 

（１）商 号 大阪証券金融株式会社 

（２）主な事業内容 証券金融業 

（３）設 立年月日 昭和 8年 9月 18 日 

（４）本 店所在地 大阪市中央区北浜二丁目 4番 6号 

（５）代 表 者 取締役社長 堀田 隆夫 

（６）資 本 金 3,500 百万円 

（７）従 業 員 数 70 名（連結） 

株式会社だいこう証券ビジネス 11.61％

株式会社大阪証券取引所 6.19％

野村ホールディングス株式会社 5.40％

株式会社みずほコーポレート銀行 4.50％

株式会社三菱東京 UFJ 銀行 4.50％

株式会社りそな銀行 4.50％

（８）大株主構成 

および持株比率 

株式会社三井住友銀行 4.50％

資本関係 大証金は、当社の普通株式 3,876,425 株を保有し

ております。 

当社は、大証金の普通株式 4,299,250 株を保有し

ております。 

取引関係 株主名簿管理人等の業務委託を受けているほか、

資金の借入を行っております。 

人的関係 大証金の取締役が当社の取締役を兼任し、当社の

常務取締役が大証金の社外取締役を兼任しており

ます。 

（９）当社との関係 

関連当事者へ

の該当状況 

大証金の子会社である株式会社大証金ビルディン

グとの間に取引関係があります。 

 

 

 



 

 - 3 - 

５．日程 

  平成 20 年 12 月 19 日：取締役会決議 

  平成 21 年 1 月 14 日：第三者割当による新株式発行の払込期日 

 

６．今後の見通し 

本提携による当社の平成 21 年 3 月期の業績への影響は軽微であります。平成 22 年 3

月期以降の業績への影響については、詳細が確定次第お知らせいたします。 

 

以 上 


